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注：1）「一般病床」は、昭和62年～平成4年は「その他の病床」であり、平成5年～平成12年は「その他の病床」のうち「療養型病床群」を除
いたものであり、平成13・14年は「一般病床」及び「経過的旧その他の病床（経過的旧療養型病床群を除く。）」である。
2）「療養病床」は、平成12年までは「療養型病床群」であり、平成13・14年は「療養病床」及び「経過的旧療養型病床群」である。

病床の種類別にみた病院病床数の年次推移

平成１９年（２００７）医療施設(動態)調査



人口推計
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看護職員就業者数の推移
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第7次看護職員需給見通しに関する検討会 H21.5.22 第1回資料
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病院の１００床当たり看護職員数
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看護師・准看護師学校養成所における新卒就業者数
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第7次看護職員需給見通しに関する検討会 H21.5.22   第1回資料 より一部改変
18



看護職員における就業者数の増加（平成18年）

新規資格取得者
約4万5千人

新卒入学者 約5万1千人

就 業 者 数 約133万人

潜 在 看 護 職 員
約 ５５ 万 人（平成14年）

離 職 等
約11万5千人

再 就 業 約9万5千人
ハローワーク 約5万8千人
ナースセンター 約1万6千人
その他 約2万1千人

２．５ 万 人 の 増 加

※１ 新卒入学者（2年課程の入学者は除く）、新規資格取得者（2年課程の取得者は除く）、就業者数、再就業
者数は厚生労働省医政局看護課調べ

※２ 離職者等数は、就業者数に第六次看護職員需給見通しにおける退職者数／供給見通しの5年平均の数
値を乗じたもの

※３ 平成17年から平成18年の看護職員の増加数の実績は約2.5万人である。

※４ 新規資格取得者（2年課程の取得者は除く）は、看護師約2万9千人、准看護師約1万6千人の合計であ
る。

第7次看護職員需給見通しに関する検討会 H21.5.22 第1回資料
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基本診療料について

基本診療料は、初診若しくは再診の際及び入院の際に行われる基本的な診療行為の費用を一括して評価するもの。

初・再診料

初診料（１回につき） 270点
外来での初回の診療時に算定する点数。基本的な診療行為を含む一連の費用を評価したもの。簡
単な検査、処置等の費用が含まれている。

再診料（１回につき） 病院 60点
診療所 71点

外来での二回目以降の診療時に一回毎に算定する点数。基本的な診療行為を含む一連の費用を
評価したもの。簡単な検査、処置等の費用が含まれている。

入院基本料

入院の際に行われる基本的な医学管理、看護、療養環境の提供を含む一連の費用を評価したもの。
簡単な検査、処置等の費用を含み、病棟の種別、看護配置、平均在院日数等により区分されている。

例）一般病棟入院基本料（１日につき） ７対１入院基本料 1,555点
10対１入院基本料 1,300点
13対１入院基本料 1,092点
15対１入院基本料 954点

なお、療養病床の入院基本料については、その他の入院基本料の範囲に加え、検査、投薬、注射及び
簡単な処置等の費用が含まれている。

入院基本料等加算

人員の配置、特殊な診療の体制等、医療機関の機能等に応じて一日毎又は一入院毎に算定する点数。
例）入院時医学管理加算（１日につき） 120点

（急性期医療を提供する体制及び勤務医の負担軽減に対する体制を評価）
診療録管理体制加算（１入院につき） 30点

（診療記録管理者の配置その他の診療録管理体制を評価）

特定入院料

集中治療、回復期リハビリテーション、亜急性期入院医療等の特定の機能を有する病棟又は病床に入
院した場合に算定する点数。入院基本料の範囲に加え、検査、投薬、注射、処置等の費用が含まれてい
る。

例）救命救急入院料2（１日につき）（3日以内の場合） 11,200点
（救命救急センターでの重篤な救急患者に対する診療を評価）

20



一般病床

病院の機能に応じた分類（イメージ）

特定機能病院

ＤＰＣ 療養病床

救命救急

特定集中治療室

脳卒中ケアユニット

ハイケアユニット

医療法上の位置づけ

202施設
6,453病床

592施設
4,307病床

58施設
355病床

68施設
776病床

※１ 一般病床に限る

82施設
64,523病床※１

障害者施設等

816施設
62,116床

回復期リハビリテーション
入院料１
195施設
11,602床

入院料２
716施設
39,066床

特殊疾患
入院料１
84施設
4,251床

入院料２
109施設
7,739床緩和ケア病棟

193施設
3,780病床

5,437施設
700,358病床 3,650施設

211,592床

42施設
2,615病床

入院料1
219施設

10,967病床

入院料2
20施設

1,016病床
1,335施設

188,796病床
819施設

90,382病床
入院料1
373施設

入院料2
62施設

8,022施設、102,064病床
1,247施設
10,443病床

新生児特定
集中治療室

198施設
1,329病床

総合周産期特定
集中治療室

75施設
600病床
781病床 小児入院医療管理料

入院料1
35施設

2,704病床

入院料2
187施設

7,986病床

入院料3
329施設

8,868病床

一般病棟
療養病棟

精神病棟

有床診療所一般 有床診療所療養

介
護
療
養
病
床

精神科救急
精神科急性期治療病棟

精神療養 認知症病棟

結核病棟 225施設、8,177病床

専門病院

20施設
6,151病床

広範囲熱傷 25施設、52病床

一類感染症
19施設
79病床

病床数 913,234床
病床利用率 76.6%
平均在院日数 19.0日

病床数 343,400床
病床利用率 90.7%
平均在院日数 177.1日

診療所後期高齢者
335施設、1,454病床

施設基準の
届け出：平
成20年7月1
日現在

718施設
288,610病床

2,608施設
110,730（人）

亜急性期
入院料１

1,017施設
11,951床

入院料２
45施設
900床

1,283施設
434,231病床

H21.7.1現在
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入院基本料の評価の変遷

療養環境の提供の評価

看護師等の数に応じた評価

医学的管理に関する費用

入院の際に行われる基本的な医
学管理、看護、療養環境の提供を
含む一連の費用を評価したもの。

平成１１年度以前 平成１２年度以降 22



入院料の評価の変遷

室料１０５点

看護料３４８点

２５０
点 １６０点 １２０点

９９点
入院時医学管理料

昭和５８年
（甲表）

入院環境料１６５点

新看護料
４９６点

６１５
点 ４０５点

１２１点
入院時医学管理料

平成１０年

室料の加算であった基準寝具設備加算を包括

新看護料４８４点

２週間 １ヶ月 ３ヶ月

３０日

２３０点 １５０点

２週間 １ヶ月 ３ヶ月 ６ヶ月

平成１２年
一般病棟入院基本料
Ⅰ群入院基本料１

１，２１６点

４５２
点 ２０７点

１４日 ３０日 １８０日

ー５０点

平成１２年 入院環境料、診看護料、入院時医学管理
料を統合・簡素化し、入院基本料として評価
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入院サービスの評価の変遷

S33 基準入院サービスの創設

家族による付き添い看護や、炊事用具の持ち込み等

入院サービスの一定の基準を設け、入院料に一定額の加算を認める仕組み

S63 ２対１看護の新設・・・平均在院日数を要件とし、病棟を単位とする承認

老人の心身の特性に着目した老人看護料の新設（特例許可老人病院の人員体制の評価及び長期入院における
逓減制の導入）
入院日数の期間区分の導入（入院早期を重点的に評価）

H4 医療法標準以下の類型の評価を廃止

H5 医療法上の療養型病床群制度が施行されたのに合わせ、「療養型病床群入院医療管理料」（看護・検査・投薬・注射
を包括）、「療養型病床群特定看護料」（出来高）の新設

H6 「精神療養病棟入院料」「特殊疾患療養病棟入院料」の新設、有床診療所の入院基本料を看護配置による２段階へ
区分

H8 100床未満の病院に限り複合病棟の新設
「総合周産期特定集中治療室管理料」「精神科急性期治療病棟入院料」の新設

H10 2:1看護、2.5：1看護の平均在院日数の短縮、3：１看護、3.5：１看護への平均在院日数要件の導入
老人長期入院医療管理料の新設（一般病棟に６ヶ月以上入院している介護が主な高齢者の適正な評価）
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入院サービスの評価の変遷

Ｈ16 褥瘡対策未実施減算を廃止し、新たに加算として評価した。
「ハイケアユニット入院医療管理料」「亜急性期入院医療管理料」の新設

Ｈ18 「実質看護配置」の導入、「夜間勤務等看護配置加算」の廃止。
7対1入院基本料の新設
慢性期入院医療に医療区分・ＡＤＬ区分に基づく患者分類を導入

「脳卒中ケアユニット入院管理料」の新設

Ｈ20 7対1入院基本料に①看護必要度及び②医師配置の基準の導入、10対1入院基本料の引き上げ
障害者施設等入院基本料に7対1入院基本料を新設
短期滞在手術基本料３の新設
小児入院医療管理料に更なる高い区分を新設
回復期リハビリテーション病棟に質の評価の導入
亜急性期入院医療管理料2の創設
特殊疾患療養病棟の対象患者の見直し

H12 室料、新看護、基準看護、入院医療管理料を入院基本料として統合→現行の入院基本料の体系へ
入院診療計画と院内感染防止対策を入院基本料に含めて評価

「回復期リハビリテーション病棟入院料」「一類感染症患者入院医療管理料」「特殊疾患入院医療管理料」「小児入院
医療管理料」「短期滞在手術基本料」の新設

H14 入院診療計画と院内感染防止対策を全入院料へ拡大、新たに医療安全対策と褥瘡対策も基準化。
一般病棟入院基本料１，２の平均在院日数の短縮
小児入院医療管理料に看護配置の高い２区分を追加
精神科救急入院料の新設

H15 特定集中治療室管理料における患者重症度に応じた評価の導入
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